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令和７年度自治体法務研修（法制執務）の開催について（通知）

 標記のことについて、別添実施要綱により開催いたしますので、関係職員の

出席についてご配慮くださいますようお願い申し上げます。

地方分権の進展により、地域政策の方向性が地域主導へ転換してきているこ

とから、自治体職員には、条例、規則等の解釈および立案能力が求められてお

ります。

そこでこの研修では、｢自治体で仕事をする上で必要不可欠な法的知識と思考

方法を身につけるとともに、行政課題を解決するための法の解釈、適用、制定

の仕方を学ぶこと」をねらいといたしました。

なお、受講者については令和７年５月２９日（木）までに、各受講希望者の優

先順位を記載の上、当研修センターホームページからお申込み下さるよう、併

せてお願いいたします。
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